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　　１．序
　19世紀末から20世紀初頭にかけての独立電話会社の急速な台頭によっ
て，べル・システムは1893年までベル基本特許を盾に完全独占してきた電
話市場の占有率を，1902年に55.5％へ，1907年に49.2％へと著しく低下さ
せた。　しかし，1907年を境としてベル・システムは電話産業独占化への道
を再び歩み始める。　Ｊ・Ｐ・モルガン商会を中心とするウォール街金融集
団の強力な財務的援助を背景にAT&T社長の座に再登場したT･N・
ヴェイルは，熾烈な独立電話会社との市場競争を克服すると同時に，合衆
国各地で増大する電話需要の完全支配を企画して，従来とは異なった積極
的かつ斬新な経営方針に基づくそれらの統合戦略を展開していく1）。
　本稿の課題は，①AT&Tの資金調達をめぐる同社と主要金融勢力の関
係の展開を具体的に考察し，再独占化過程におけるJ･P・モルガン商会
の役割の究明，②T･N・ヴェイル社長の経営方針“One System, One
Policy,and Universal Service”とそのユニバーサル・ネットワークのため
の組織再編過程の分析，③1907年以降の全米各地における州規制の普及と
1910年のマン・エルキンズ法（州際商業委員会法の修正案でアタリカ電話事業
に関する最初の連邦規制法）の制定，④第１次反トラスト訴訟とベル・シス
テム側の妥協案であるキングスベリー誓約の内容，⑤第１次大戦中におけ
る軍用電話の拡大と経営の国家移管管理の実態と意義等を解明することに
ある。このうち特に最後の点について補足すれば，第１次大戦が勃発する
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と，ワシントンを中心とする電話網の拡大が急テンポに進み，開戦後１年
間でその回線数は３倍以上に増加した。さらにワシントンから全国への主
要都市への回線，軍事基地への回線，およびそれらの相互間の回線が急
ピッチで拡充し，また全国の政府機関を結ぶ直接回線が飛躍的に増加し，
主要な政府機関には大型の交換所が建設された。軍事的電話回線の拡充に
は，物的および人的資源をこの分野に集中する必要があったため，1918年
から１年間，戦時中だけ大統領がＡＴ＆Ｔの管理運営権をもつという法律
が成立し，ＡＴ＆Ｔは直ちに政府の管理下におかれた。　しかし，AT&Tに
再び所有管理権がもどったときには，拡充した電話網と引上げられた料金
体系がつけ加わっており，これによって，アメリカにおける電話事業の所
有形態をめぐる長年の議論に終止符が打たれることとなったのである２）。
　　２．Ｊ・Ｐ・モルガン支配とT･N･ヴェイル社長の再登場
　（1）創業期から1920年までのAT&Tにおける資金調達の変遷
①　1905年までの資金調達
　ＡＴ＆Ｔは19世紀末まで資金需要を主として株式発行と内部留保で賄っ
ていた。同社（および,その前身会社であるアタリカン。ペル・テレフォン社）の
資料によると，資金調達に占める株式および株主払込金の比率は1881年に
73%,1885年に39％，1890年に36％，そして1895年には43％を占めていた
（図表１）。また同期間中における内部留保の比率は,それぞれ20％，56％，
51％，42％であった。これに対して社債発行による資金調達は1880年代か
らあったが，1890年代半ば頃までその比率は極めて低く，同期間中に占め
る社債の割合は，1881年に3％，1885年にO％，1890年に5％，1895年に
４％となっていた。その理由は，同社が特許支配により国内電話事業を完
全に独占して高収益を上げる一方，競争者に対抗するための巨額な設備投
資を必要としなかったからである。また，こうした状態のもとで1890年代
初頭までの同社は，全国でも有数の高収益企業の一つとして年率15－18％
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の配当率を維持しており，同社は1877－1894年までの間,株主出資金1,613
万ドルに対して合計2,580万ドルの配当金を株主に支払っていた３)。
　ＡＴ＆Ｔの資金調達の過程で社債発行が重要な役割を演じるようになっ
たのは，1893年の特許満了以後における競争激化とそれに伴う投資額の急
増によるものである。図表１に見るように，1895年の同社負債額のうち
４％を占めていた社債の比率は1900年に20％に増大し，さらに1905年には
30％を越えるようになったが，それまでの同社の資金調達の中心であった
株式発行と内部留保の比率はそれぞれ大きく低下した。無数の独立電話会
社の参入によりＡＴ＆Ｔのアメリカ電話事業における独占的地位は大きく
侵害されたが，それに対処するため同社は電話網の大拡張に乗り出した。
その結果，同社の保有電話機台数は1885－1894年の10年間は年平均６％の
増加に過ぎなかったが，1894－1906年の年平均増加率は21％以上となった。
かくして1894年のベル社所有電話機は27万台であったが，1906年にそれは
277万台となり，こうした大規模な設備拡張に必要な資金を調達するため，
多額の社債が同社によって発行されたのである4)。
　　　　　　　　図表Ｉ　ＡＴ＆Ｔの財務構成(1881－1920年)
－244（37）－
　一方，ＡＴ＆Ｔによる社債発行額の増大は，その発行方法にも大きな変化
をもたらした。ＡＴ＆Ｔの前身会社アメリカン。ベル・テレフォン社は，す
でに1880年から1888年にかけて小額の転換社債を発行していた。しかしそ
の発行方法についてみると，発行した社債や転換社債のうち圧倒的な部分
は，同社株主の持株数に比例して株主に割当てるという方法が採用されて
いた。前述した期間中にAT&Tは３度にわたり合計310万ドルの社債およ
び転換社債の発行を行ったが，そのいずれの場合においても株主割当てと
いう方法がとられた。ところが，社債発行額の増大に伴い，ＡＴ＆Ｔは1890
年代の後半以後，従来の社債発行方法を変更することになった。すなわ
ち，1898年に入って同社は株主を対象とする社債発行のかわりに競争入札
制度を採用し，金融業者（証券取引集団）による公募という新しい方式を採
用したのである。図表２で明らかなように，ＡＴ＆Ｔは1898-1905年にかけ
て前後９回にわたり総額7,800万ドルの社債を発行したが，このうち，
1900－1901年に発行した1,500万ドルの場合を除いて，そのすべては競争
入札によるものであった。最初に1898年, 500万ドルの社債が発行された
時にこの方法がとられ，ボストンのLee Higginson ＆Ｃｏ.がこれを落札し
ている。つづいて1899年には300万ドルの社債公開入札が行われたが，そ
れも同じくボストン系のR. L. Day & Co.が落札した。 Ｒ.Ｌ.Day＆Co.は
その半年後の競争入札では，さらにEsta brook & Co.およびVermilye
＆Ｃｏ.と共同で200万ドルのAT&T社債を購入している。そして，1904年
と1905年にはそれぞれ2,000万ドルの社債入札が行われたが，前者はLee
Higginson & Co.とSpeyer & Co.,後者はK. Peabody & Co.とBaring
& Co.に売却された5）。
②　1920年までの資金調達
　以上のように，ＡＴ＆Ｔは1890年代後半，社債発行額の増大から社債発行
を競争入札制で行うようになったが，このような同社の公開入札による社
債発行方法は1905年になって再び修正されることとなった。すなわち，同
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図表２　ＡＴ＆Ｔ(その前身会社たるアタリカン・ベル・テレフォン社を含む）
　　　　の社債発行（1880－1905年，転換社債を含む）
年に入ってＡＴ＆Ｔは競争者買収や事業拡大をすすめるために総額１億
5,000万ドルの巨額な転換社債の発行を決定したが，その全額をモルガン
商会を中心とする引受団への全面依存に切替えることとなり，それは次の
理由によるものであった。第１は，19世紀末に急速に展開した金融集中運
動の結果，モルガン商会とファースト・ナショナル。バンクを中核とする
モルガン＝ファースト・ナショナル集団が1900年代初頭までに国内金融市
場を制覇したことである。実際，20世紀に入ると，大企業による大規模な
証券発行はモルガン＝ファースト・ナショナル集団の力を借りなければ実
施できなくなっており，ＡＴ＆Ｔの場合もその例にもれなかったのである。
第２に，モルガン＝ファースト・ナショナル集団と密接な関係を持つこと
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は，ＡＴ＆Ｔにとってその独占的地位を維持し強化するうえでも重要な意
味をもっていた。というのは，この関係により，ＡＴ＆Ｔはその増大する資
金需要に対して安定した供給源を確保することができるばかりでなく，金
融市場におけるモルガン＝ファースト・ナショナル集団の圧倒的な影響力
を通じて，競争企業の資金調達活動を妨害し，競争者が同社の地位を脅か
すような事態を未然に防ぐことにもつながるからであった。第３に，モル
ガン＝ファースト・ナショナル集団の側からみても，AT&Tとの金融関
係を深めることには大きな利点があった。電話産業は当時の新興産業部門
の１つであり，AT&Tはその分野での最大企業であったからである。事
実，1902年には早くもファースト・ナショナル。バンク頭取（Ｇ・ベー
カー）が同社新株５万株を買い取り，さらにファースト・ナショナル。バ
ンクとマンハッタン・トラストの両銀行は同社に対し取締役を送り込み，
人的関係を結んでいた。そして上記の転換社債１億5,000万ドルの全額
買い取りにより，モルガン＝ファースト・ナショナル集団のＡＴ＆Ｔに対
する影響力はさらに増大し，モルガン＝ファースト・ナショナル集団が
AT&T，ひいてはアメリカの電信電話産業全体をその勢力下におくことが
可能となったのである6）。
　このように，モルガン商会を中心とする引受団による１億5,000万ドル
の転換社債の買い取りを契機として，AT&Tは事実上モルガン＝ファー
スト・ナショナル集団の一角に組込まれることになった。こうした同社と
モルガン＝ファースト・ナショナル集団との関係は，その後さらにさまざ
まな形で強められた。その１つはモルガン＝ファースト・ナショナル系金
融諸機関との人的結合の強化である。既に見たように，モルガン＝ファー
スト・ナショナル系金融機関のうち，ファースト・ナショナル・バンクと
マンハッタン・トラストの両銀行は1902年からＡＴ＆Ｔに役員を派遣して
いたが，1907年以降，モルガン商会もそれに加わり，同商会の有力役員
H. P. DavisonがAT&Tの取締役に就任した。さらに1910年には，モルガ
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ン商会のJ･P･モルガン２世を含めて他のモルガン＝ファースト・ナ
ショナル系の人物をも取締役会に迎え入れる布石として，AT&Tの取締
役数が18名から25名に増員された。それに先立ち，T･N･ヴェイルは
1907年，モルガン＝ファースト・ナショナル勢力の支持を得てAT&T社
長に就任し，ヴェイル社長はその在任期間中，モルガン＝ファースト・ナ
ショナル集団の利権を代表して同社の経営方針に大きな発言権を持つよう
になった7）。
　人的結合は，金融機関との間だけでなく，モルガン＝ファースト・ナ
ショナル系諸企業との間にも行われ，モルガン＝ファースト・ナショナル
集団の中核企業であるＧEとU・Ｓ・スチールなどとの関係が深められた。
1910年代から1920年代にかけてＡＴ＆ＴとＧＥには常に３－５名の共通役
員が置かれており，ＡＴ＆ＴとＵ・Ｓ・スチールをみても？同一期間中，両
社の取締役を兼任した役員の数は２－５名にのぼっていた。また，金融面
においても1907年以降，同社とモルガン＝ファースト・ナショナル系金融
機関との関係は親密化した。モルガン＝ファースト・ナショナル系のマン
ハッタン・トラストは1907年からＡＴ＆Ｔのregistar (証券登録代理機関）に
なり，この関係は，マンハッタン・トラストがバンカーズ・トラストと合
併した後（1911年の合併後，バンカーズ・トラストになる）も続けられていた。
バンカーズ・トラストはさらに，AT&Tおよびその子会社の年金基金を
管理し運用する全権限を与えられた。一方，ＡＴ＆Ｔの銀行預金についてみ
ると，その大部分は同社と関係をもつ少数の大銀行に集中しており，特に
ニューョークのファースト・ナショナル。バンク，Ｊ・Ｐ・モルガン商
会，ギャランティ・トラスト，バンカーズ・トラスト，ナショナル・シ
ティ。バンクとボストンのファースト・ナショナル。バンクが同社の銀行
預金をほぼ独占していた（図表３）。以上のような人的結合や金融関係の強
化と平行して，モルガン商会を代表とする引受団は，1906年以降ＡＴ＆Ｔ
が発行した社債や転換社債をほぼ独占的に購入することとなった8）。
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図表３　ＡＴ＆Ｔのニューヨーク市銀行預金額（1916年12月12日）
　一方，引受団の構成についてみると，1906年，引受団がＡＴ＆Ｔから１億
5,000万ドルの転換社債を買い取った時点では，その主要メンバーは，モル
ガン商会，クーン・ロープ商会，キダー・ピーボデイ商会，ベアリング商会
の以上４社であった。モルガンとターン･ロープはそれぞれニューョーク地
域を代表したが，キダー・ピーボディ商会がニュー・イングランド地域，
ベアリング商会がヨーロッパ地域を代表していた。主要メンバーになった
４社がＡＴ＆Ｔから買い取った転換社債は，さらに100以上の会社や個人が
下取りしており，この中にはニューヨーク地域ではJ･D・ロックフェラー
（250万ドル），ファースト・ナショナル。バンク（500万ドル）などが含まれて
いる。引受団幹事はモルガン商会がつとめており，幹事手数料として引受
団から0.5％の手数料を受取っていた。ところが，1913年になるとファース
ト・ナショナル・バンク，ギャランティ・トラスト，バンカーズ・トラスト
などモルガン＝ファースト・ナショナル系銀行がメンバーとして引受団に
参加するようになり，ナショナル・シティ。バンク（証券子会社ナシヨナル･
シティ・カンパニーをつうじて）もメンバーになった。さらに1916年には新た
にボストン系のLee Higginson & Co.やR. L. Day商会などもそれに加
わった。そして，1920年，有名な図書館協定(Library agreement. モルガン個
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人所有の図書館で結ばれた協定）が成立し，ＡＴ＆Ｔの社債買い取りに参加す
る主要メンバーめ引受比率が確定した。この協定は1930年代後半まで各社
によって守られ，これを見ると，モルガン商会をはじめ，モルガン＝ファー
スト・ナショナル系４銀行は買取額の40％を占めていた（図表4）9）。
　　　　　図表４　AT&T社債引受団の元引受メンバーの引受比率
　（２）Ｊ・Ｐ・モルガンとT･N・ヴェイルの関係
　Ｔ・Ｎ・ヴェイルにとっては，1887年のAT&T社長の辞任から1907年
の同社社長として再登場するまでの20年間に，妻や１人息子の相次ぐ死去
という不幸な事件もあったが，その一方で，ヨットNorna号を買入れて
悠々自適の生活を楽しんだり，南米アルゼンチンのコルドバ水力発電や
ヴェノスアイレス電化路面電車などの公益事業，またColorado Mine,
Boston Heating Ｃｏ･，Accumulator Co. 等に投資したりしていた。しかし，
なんといっても彼にとって，その後の勢力的な活躍の源泉となったのは，
フェアモソト州リンデソヴィルに購入した広大なスピードウェル・ファー
ムズ(Speedwell Farms)での快適な農園生活であったのであるlo）。
　1907年４月30日に，前ＡＴ＆Ｔ社長であったＦ・Ｐ・フィッシュ（Fre-
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dericP. Fish)が突然辞任した。彼はニューイングランド生まれでハーバー
ド大学卒業後，1890年代のかなりの期間をThomas Houston Electric Co.
（1893年にＧＥ社となる）で筆頭支配人として活躍していたが，電気・通信
事業にも多額の投資をしていたＪ・Ｐ・モルガンの命により1901年から
ＡＴ＆Ｔ社長となった。 1906年の同社の配当は良好で，順調な経営を続けて
いるものと思われていた。しかし，ＡＴ＆T経営執行部の会社の実態につい
ての見解は悲観的で，特に建設支出が前年の5,080万ドルから1906年には
7,940万ドルにまで上昇し（図表５），このため両年で総収入，純利益がとも
に初めて大幅に低下した（図表６）。図表７は，1885－1912年におけるベル
・システムの総電話設備の増加率を示したものであるが，フィッシュ社長
の在任中，それは1901年の２億1,180万ドルから1906年の４億5,010万ドル
と２倍以上になり，また，そのための資金を積極的な借金財務によって調
達したため，同期間の長期負債も5,110万ドルから１億7,800万ドルヘと
前例のない増加を示していた。すなわち，Ｆ・Ｐ・フィッシュ社長は1902
年に1,300万ドルの社債を発行し，それは，ベル社の伝統的銀行である
図表５　ＡＴ＆Ｔの建設支出
Kidder, Peabody & Co.や０１ｄ Colony
Trustの引受シンジケートを活用した。　２年
後の1904年には, 2,000万ドルの３年もの
５％利付手形をボストンに基礎的販路を持つ
Speyer & Co.やLee Higginson ＆Ｃｏ.を利
用して発行，また，1905年には2,000万ドル
と5,000万ドルの1929年満期，４％利付証券
担保付社債をイギリスのBaring Brothers
Ltd.等を使って発行した。そして最後に1905
年，遂に１億5,000万ドルという巨額の30年
満期４％利付転換社債を発行することとなっ
たが，これがモルガン・グループの本格的介
　　－237（44）－
図表６　AT&Tの営業成績（1900－1910年）
人をもたらす結果となったことは既に述べた11）。
　1939年のFCC電話調査報告書によると，Ｊ・Ｐ・モルガンの利益を代
表するマンハッタン・トラストの頭取John l. WaterburyらがF･P・
フィッシュを辞任させ，代って電話事業に経験豊かなＴ・Ｎ・ヴェイルを
ＡＴ＆Ｔの社長に就任させたという。ヴェイルは既に1902年にＡＴ＆Ｔ取締
役に選任され，Ｊ・Ｐ・モルガンの個人的友人で，彼の実業界大物たちに
よるョット・クラブの常連客の１人でもあった。　Ｊ・Ｐ・モルガン自身は
AT&Tの取締役に就任することはなかったが，Ｎ・Ｒ・ダュリーアンの
見解によればその力は絶大で，ヴェイルは単にモルガン・グループの忠実
な代理人にすぎなかったと指摘している。 Ｔ・Ｎ・ヴェイルが社長就任当
初にとった行動のほとんどは，いずれも「経費を削減すべし」とするＪ・
Ｐ・モルガンの強い意向を受けて実行に移されたものであり，そのこと
は，ヴェイルが社長に就任したその週に，モルガンがヴェイル宛てに送っ
た次の手紙によって裏づけられている。「我々は，ここ当分の間，今絶対に
必要であると思われるもの以外に対しては資金を投入すべきでないと考え
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図表ア　ベル・システムにおける設備拡張（1885－1912年）
ている。こうすることが，財政立て直しのうえで極めて重要である。｣12)
　しかしその一方で，Ｔ・Ｎ・ヴェイル自身の功績を高く評価する見解も
あった。例えばＡ・Ｂ・ペインやＪ・ブルックスらは，ヴェイルが社長に
就任直後，ロンドンのBaring Brothers Ltd. の代表が莫大なＡＴ＆Ｔの債
　　　　　　　　　　　　　　　－235(46)－
券を自分の会社で処理できないと考えて，就任間もないヴェイル社長を訪
れたことがあったが，この時の彼の次のような言葉を引用している。「心
配いりません。　１年もたたないうちに今の債券はおろか，もっと多くの債
券が欲しくなりますよ。」それから２週間後の1907年５月末，株式市場で
は悪材料が出ぞろい，ＡＴ＆Ｔの株価は115ドルにまで下がった。その時，
突然ヴェイルは22万株の増資を発表した。新株発行条件は，この22万株を
旧株６株に対し売値100ドルで新株１株を旧株主に配分するというもので
あった。この増資は大成功をおさめ，2,000万ドル以上の現金がＡＴ＆Ｔに
入った。そしてそれ以後，AT&Tでは増資に際して旧株主に新株購入の優
先権を与えることが慣例となり，経済界での電話証券に対する信頼が完全
に回復し，同社はその年におきた激しい全国的不況を，ゆるぎない信頼に
より切り抜けることができたというのである13）。
　ヴェイルがAT&T社長に再任後，財務問題と並んで早々に取組んだも
う１つの重要な改革は，研究・開発部門の強化であった。それ以前の
AT&Tでは，研究開発はボストンにあるAT&Tの技術部門と，ニュー
ョークとシカゴにあるＷＥ社の技術部に分れて行われていた。ＡＴ＆Ｔ技術
部門では施設設計，技術基準仕様書の作成，それに各サービス基準の設計
等が行われ，一方，ＷＥ社の２つの研究所で研究開発の仕事が行われてい
た。ヴェイルは1907年，これら３地域に分散していた業務を事実上，
ニューヨーク西463番地にあるＷＥ社の中に集約統合したが，これが今日
のベル研究所の前身となった。そして，この新たに設立された研究部門の
初代部長として1907年７月１日，電話交換手あがりのジョン・Ｊ・カー
ティ（John J. Carty)を選任し，それまでの育ちを重視する持地的慣習を打
破して実力主義への道を開くとともに，その人員を直ちに197人から84人
へと大幅に削減した14）。
　J･P・モルガンは，各種の産業界で私的独占利潤を目指した，19世紀
末から20世紀初頭における最も偉大な独占主義者であった。一方Ｔ・Ｎ。
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ヴェイルは，若い頃に政府機関の鉄道郵便事業で育ち，伝統的な自由競争
企業の考えには影響されずに電話事業に入った。そして彼は，むしろ公共
サービスの供給源は１つであることが，人々にとって最良の事業形態であ
ると考えていた。このようにモルガンとヴェイルは，片や私的独占利潤の
追及，片や公共利益の追及という極めて対照的な考え方を待っていたが，
ＡＴ＆Ｔをアメリカで唯一の電気通信サービス提供会社にしたいという点
では完全に一致していた。こうして２人はその後，独立電話会社の買収・
統合を積極的に推進するとともに，1909年には電気通信分野での一層の独
占化を目指して，電信会社ＷＵ社株の３分の１に当たる30万株を取得し，
翌1910年11月23日にヴェイルは同社の社長を兼任するまでになった。その
後のヴェイルの活躍は，1913年３月31日に既に死去していたＪ・Ｐ・モル
ガソの期待に十分応えるものであり，また1919年６月にＡＴ＆Ｔ社長を辞
任して会長となり，翌1920年４月16日に死去するまで，今日のベル・シス
テムの基本方針を固めるうえで極めて重要な役割を果したのである１５)。
　　３．Ｔ・Ｎ・ヴェイルの経営理念と基本戦略
　(1)ベル・システムの基本理念と統合戦略
　Ｔ・Ｎ・ヴェイル支配下のベル・システムにおける基本的経営理念たる
“One System, One Policy,and Universal Service”(｢単一の電話システム，
単一の経営力針，そして普遍的な電話サービス｣)が，初めて年次報告書に登場
したのは1910年のことであるが，しかし既にヴェイルは，社長就任直後の
1907年年次報告書の中で次のような諸点を指摘していた16)。
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　れからの30年は過去の30年と同じように，驚くべき成果をもたらすことになろう。
　ペル・システムは国民が“普遍的”な通話サービスを利用できるという便利さを
　提供してきたし，実業界にきわめて重要な役割を果たしてきた。この“普遍性”
　をもった電話サービスは，個々に分離した会社では実現不可能である。ベル・シ
　ステムの力は，まさにこの“普遍性”にこそある。」
　ヴェイルの哲学によれば，電話事業というものはその技術的性格上，地
域競争を行わない形，つまり“自然独占”（“natural monopoly”）がもっとも
効果的なサービス形態となる。すなわち「電話利用者には低料金，投資家
には高い配当という独立電話会社の約束は，実際にはまったく実現不可能
である。電話事業では，低料金でも使用頻度が高ければ利益は得られ，そ
れにより単位料金を安くできると提言した経営者は，今までまずいなかっ
た」ということであり，彼は公共利益の観点から，電話事業は可能な限り
独占的に運営されるべきであると考えていた。　しかし，独占的運営形態と
いう特権を持つと同時に，それ相応の義務も課せられるべきである。その
義務というのは，独占権を持つ者の乱用を防ぐために州当局ないし連邦政
府の規制を遵守することを意味し，同じく1907年年次報告書の中でヴェイ
ルは次のように発言して，株主や同僚達を驚かせた。「電話料金に対する
社会的規制に関しては，もしそれらが自主的で思慮分別があり，公正で十
分に考えぬかれたものであるなら，あえて異論はない。」17）
　このヴェイルによる「規制下の独占」という理念は，その後も一貫して
強化され，例えば1915年，サンフランシスコで開催された全米鉄道連盟委
員会の席上で，ヴェイル自身が「現代の社会的背景についての所見」とい
う演説を行ったが，その中で規制の理想的形態に関して次のように語って
いた。「州レベルであれ，連邦政府レベルであれ，規制当局というものは，
企業側の攻撃や搾取から国民を保護し，また逆に国民の攻撃や搾取からそ
れぞれの地域における企業を保護することを役目とする陪審員（“Jury of
Peers”）とみなされるべきである。規制当局は，営利活動の中にひそむ害
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悪を押え，抑制すると同時に，憤慨し，興奮した一般市民を抑制すること
を自らの義務と考えるべきである。規制担当官たるものは，最高水準の人
間が終身その任にあたるべきであり，政治的圧力や企業側からの圧力に対
し，彼らの中立を守れるよう，十分な法的規定を定めるべきであること，
さらに彼らの下した最終決定が，たとえ完全に満足のいくものでない場合
であっても，あげ足をとるような批判や意義申立てをすべきでない。」ま
たヴェイルが，一連の電信電話事業の郵政移管の動きに対し，「独占とい
うものは，すべからく規制されるべきである。　しかるに政府管理とは，す
なわち規制のない独占形態を意味する」として，これに強く反発したの
も，実はこうした理念に基づくものであった18）。
　この「規制下の独占」理念を具体化したものが，べル・システムによる
全国的電話システムの構築であり，それは先ず，独立電話会社の統合に
よって促進された。図表８は，1912－1934年のベル・システムによる交換
局の買収と売却の推移を示したものである。これによって，多くの金融的
に困難な独立電話会社網がベル・システムに買収・統合され，1914－1921
年の間にそれは303,378局にまで達した。もう１つの方法は，同じく非競
争的関係にある独立電話網のベル・システムの接続による統合であった。
これらの独立電話会社は，べル・システムが重要な権益を持っていない地
域で発展し，ベル系とは株式所有などの金融的結びつきを持たないが，サ
ブ・ライセンス・コントラクトおよび接統契約等にもとづきベル・システ
ムと連結され，接続会社(connecting company)と称せられて，事実上ベル
・システムの一部を構成した。このうちサブ・ライセンス・コントラクト
については，既に1907年11月８日のベル運営会社社長に対する回状の中
で，ヴェイルは「サブ・ライセンスの数を増加することによって，我々と
協力する地方の独立電話会社を増加し，我々の新しい資本需要を節約し，
同時に我々自身の顧客サービスの価値を増加することができる」とし，ま
た1908年２月５日のアイオア電話会社ョースト氏に対する他の手紙では。
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「これ（サブ・ライセンス）は，巨額な資本供給の負担から我々を救い，我々
の投資純収益を増加する」と書いていた。 1908年年次報告書の中でも，
ヴェイルは接続契約ないしサブ・ライセンス・コントラクトの効用につい
て次のように記しており，彼がこの計画の活発な推進を展開したことは図
表９および図表10によって明らかである19）。
　　図表８　ベル・システムによって売買された交換局の推移（1912－1934年）
　　　　｢我々は，多くの独立電話会社と完全に協調しているし，実際，我々の電話
　　システムは彼らの一部であり，また彼らの電話網も我々の一部となっている。
　　事実，二流都市や地方での電話の発展の大部分は，接続契約やサブ・ライセン
　　スにより我々とつながっている独立電話会社を通じて，より効率的に満足すべ
　　き形で運営されている。｣
　全国的電話システムの構築にとって，べル・システムのもう１つの重要
な戦略は長距離電話回線の拡張であった。 1900年のマイケル・I・ピュー
ピンの装荷コイルの発明の獲得を契機に，さらに長距離への通話が計画さ
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－228（53）－
図表10　ベル系所有とベル系接続の電話機推移（1876－1928年）
れた。特に装荷コイルだけを使用して通話できる限界距離と考えられた
ニューョーク＝デンバー間について1909年４月９日，当時のＡＴ＆Ｔ技術
部長Ｊ・Ｊ・カーティはヴェイルの片腕であった副社長ハリィ・Ｂ・セイ
ヤ(Harry Ｂ.Thayer)宛てに次のような覚書を送っていた。「もし手始めに
ニューョーク＝デンバー間の長距離電話サービスが達成されたならば，近
い将来，優れた中継器の開発により，我々はサンフランシスコ＝ニュー
ョーク間でも言葉を交わすことができるようになるであろう。」2o）
　このニューョーク＝デンバー間のサービスは1911年に完成し，また1913
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年のりー・Ｄ・フォレストの三極真空管を基礎とする増幅中継器の技術的
改良によって，遂に1915年１月25日，初の大陸横断電話ラインである
ニューョーク＝サンフランシスコの営業も開始されたのである。これにつ
いてヴェイルは，既に1914年年次報告書の結論の中で，その開発と実現の
可能性を楽観して次のように述べていた。「二部屋間の不明瞭な通話から，
東西南北あらゆる遠隔地からの簡便で低い声での通話が可能となるまでの
道のりは長かった。しかしこの10年の間に，これまでよりはるかに電話
サービスの実用性と有用性，信頼性が増し，より多くの障害が克服された。
現在は，将来の開発のすべての芽を包合しており，今後は技術的というよ
り商業的実用性が追及されることになろう。」そして，こうした長距離電
話回線の全国的規模での拡張により，ベル系地方電話会社の各地域間電話
システムは相互に連結され，ここにベル・システムはシステム全体の相互
通信ユニバーサル・サービスの提供が可能となり，アメリカにおける唯
一の全国的電話システムとしての地位を確立したのである21）。
　（2）ュニバーサル・ネットワークのための組織再編
　F･P･ﾌィッシュ社長時代の最後の年（1907年１月25日）に，「会社の組
織と被認可事業会社との関係」を考える特別委員会が，主にAT&T取締
役会からの要請で開かれた。この会議の出席者は，Ｇ・Ｆ．ベーカー
　(George Ｆ. Baker,ファースト・ナショナル。バンク），T･J･クーリッヂ
　(T. Jefferson Coolidge, オールド・コロ二－・トラスト），Ｊ・Ｉ・ウォーター
ベリー（John l.Waterbury,マンハッタン・トラスＯ等，Ｊ・Ｐ・モルガンと
密接な利害関係を有する金融実力者，およびF･P･フィッシュとT･N・
ヴェイルの最高経営責任者で，U･S・スチールや鉄道など他の巨大企業
の規則や組織が詳細に検討された。そして協議の結果，会社はその組織を
複雑な業務の管理のために，伝統的な地域別管理機構(territorial man-
agement structure)から職能別組織(functional organization)に変更すると決
　　　　　　　　　　　　－226（55）－
定した22）。
　1907年４月にＡＴ＆Ｔ社長に就任したヴェイルは，直ちにこの委員会の
勧告を実施に移し，組織改革の仕事は先ず長距離部門で開始された。改革
以前の1907年初め，同社の長距離業務は10部門に分れて行われていた。す
なわち，会計士からなる小規模な本社スタッフ，財務担当者，弁護士，そ
れに７つの現業部門（施設，通話，鉄道専用，契約・記録，技術，保全，営業）
である。そして，このうち従業員の数からいっても重要な施設，通話，営
業等の各業務が地域レベルで管理されていたが，こうした地域別管理機構
は，全国的・相互連結的な長距離ネットワークの建設に障害となった。特
に上記３つの業務分野（施設，通話，営業）すべてに熟達した能力と経験を
発揮しうる地方管理者が少なかったことと，彼らが問題をベル・システム
全体の基準で解決する志向を欠いていたからである。
　長距離業務は1908年早々から職能ラインにそって再編成され，かつては
保全と営業部門の下に統合されていた多様な活動が，施設・通話・営業の
３つの部門単位に分けられた。各部門には管区監督者を置き，これら３つ
のすべての職能別部門が，ニューヨーク，フィラデルフィア，シカゴ，カ
ンザス・シティ，アトランタの５つの地域に細分され，それはさらに小さ
い地区単位に区分された。地域責任者に報告義務を有する施設部門の管区
監督者は，装置や固定資産の保全，建設計画のほか，本社の設備設計など
も処理した。通話部門の管区監督者は，効率的な通話，サービスの点検，
交換手サービス，交換手訓練計画の策定と維特等に責任があった。また営
業部門は，電話料金表の決定，収益増収計画の立案，べル広告の監視，顧
客契約の維持，そして競争の性格と程度に関する報告と勧告等を準備し
た23）。
　次いで1909年10月，AT&Tはヴェイル社長の要請に基づき，主にＥ・
Ｊ・ホール(Edward J.Hall)の提案による「組織に関するいくつかの一般原
理の応用」（“Application of Some General Principles of Organization”）と題す
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る21ページのパンフレットを被認可事業会社に配付した。これは，長距離
部門ばかりでなく，地方電話業務も職能別組織によって再編成しようとす
る会社の計画を概説したもので，その具体的管理機構は図表11に示したと
おりである。このうち。本社スタッフたる財務部長(treasurer),法律顧問
(generalcounsel),監査役(auditor)および秘書役(secretary)の各業務責任
は，次のように規定されていた24）。
　　　　　　　図表11　ベル・システムの職能別組織（1909年）
　財務部長一調達資金の管理，全部門の金融取引き調整，領収書・給料
支払簿に基づく資金支出，所有証券・受取り証書の管理，全従業員の保険
と保証，会社株式の譲渡。
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　法律顧問一一あらゆる訴訟事件，法的書類の処理，傷害・損害の賠償請
求，滞納の取立て，税務全般，条例・その他の法律問題。
　監査役一帳簿・領収書・給料支払簿の監査，営業収入・その他の代金
の報告と勧告，現金・会社資金の定期的検査，全部門の日常的事務処理，
AT&Tによる標準会計実務の適用。
　秘書役一会議（取締役会など）の記録，会社書類の永久保存，本社の
手紙処理。
　また，事業のライン業務に対し広範な権限を有する全般管理者(general
manager)の下には，営業監督者(general commercial agent),施設監督者
(superintendentof plant),通話監督者(superintendent of traffic)の３人かお
り，それぞれの業務区分と各責任は次のとおりであった。
　営業監督者一営業エンジュアー地区と地区電話料金の決定。
　　　　　　　　電話帳管理者‐電話帳の編纂，出版，配布。
　　　　　　　　広報担当者一公示と広告。
　　　　　　　　サブ・ライセンス担当者－サブ・ライセンス業務や接続
　　　　　　　　会社との契約。
　　　　　　　　管区および地区営業管理者一勧誘，徴収，更新，調整，
　　　　　　　　事業の成長予測事業の促進，競争への対応，すべての日
　　　　　　　　常業務等。
　施設監督者一施設エンジニアー建設用地の斡旋・建設計画の準備・設
　　　　　　　　計者への助言，運用エンジュアやＷＥ社との共同で本社
　　　　　　　　設備の計画，加入者増に対応したケーブルや電話線設備
　　　　　　　　の追加勧告，建設コストの見積り，AT&T主任技師によ
　　　　　　　　る標準方法の実施，電解状況の調査，公共施設用地の確
　　　　　　　　保。
　　　　　　　　管区および地区施設管理者一電話や不動産設備すべての
　　　　　　　　建設と管理，物資の注文と配布。
　　　　　　　　　　　　　　　－223（58）－
　　　　　　　　特別管理人一火災や損害保険。
　通話監督者一通話エンジュアー事業拡張予測に基づく本社設備，幹線
　　　　　　　　ないし長距離回線の追加勧告，AT&Tにおける標準的
　　　　　　　　通話実践の研究と適用，適正かつ経済効率的通話の勧告。
　　　　　　　　管区および地区通話管理者一経済効率的な通話処理，交
　　　　　　　　換手研修所の建設と維持，提供サービスの検査，サブ。
　　　　　　　　ライセンス会社への適正援助と協力。
　新しい組織の顕著な特徴は，基本的に関連する仕事の統合であった。地
域別管理機構の下では，加入者の勧誘は，全般管理者に直接報告する特別
代理人によって処理されていたが，他方，電話や加入者電話網(顧客と本社
の間の回線や地方回線)の割当てや修繕の責任は，器具監督者の手中にあっ
た。また共電式交換機の導入とともに，電話電池の維持や加入者電話網の
電気量を保証するため，多数の器具専門家を加入者宅に訪問させる必要は
なくなった。実際，そのような保全作業は本社に移り，そこの新しい施設
部門の仕事となった。営業部門は，以前の組織では主に加入者の募集をし
ていたが，広告や特に独立電話会社関係など新しい分野が拡大した。通話
部門は，交換手の訓練や監督という伝統的責任のほかに，通話予測や技術
という新しい責任が加わった。また地域別組織の下では，管区および地区
管理者はゼネラリストであったが，今や彼らは，施設・通話・営業のいず
れかのスペシャリストとなったのである25)。
　その後も組織改革は続行され，AT&T本社組織，長距離回線部門，ベル
電話運営会社において責任分担や管区・地区の編成に係わる修正がなされ
た結果，1910年代末には図表12のようなベル・システム全体を有機的に結
合した全社的管理組織が形成された。 AT&Tはベル・システム全体の本
部として統一的な経営政策の策定と長期的事業計画の決定，ベル運営会社
の業務評価を行う機能を集中的に担った。 ＡＴ＆Ｔ自体は，親会社として，
運用部門(Department ofOperation),法律部門(Legal Department),研究開発
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図表12　べル・システム全体の管理組織（1910年代末）
－221（60）－
部門(Research and Development Department),会計部門(Accounting De-
partment)から成る職能別編成をとり，ベル・システム全体という観点か
ら眺めれば事実上のスタッフ部門として位置付けられる。その中で運用部
門は長距離回線部門と技術部門(Engineering Department)を直接に管轄し
ているが，前者はベル・システム内にあって実質的には長距離通話業務を
一元的に運営・統制する独立の事業単位として機能し，独自の管理組織を
有していた。他方，ベル運営会社は当該営業地域において実際に電話サー
ビスの供給を行うところから，さしずめベル・システムの執行（ライン）部
門と把握できよう。無論，ベル運営会社も組織的には法律，会計，技術，
施設，通話，営業という職能別部門を配した組織編成を採用していた。最
終的に，ペル・システム全体は，ＡＴ＆Ｔをスタッフ部門，長距離回線部門
と多数のベル運営会社を執行（ライン）部門とした，いわゆるライン＝ス
タッフ形態の階層的管理組織を通じて，複合的な事業単位を有機的に調整
・管理しうる統合企業となったのであり，ヴェイルが提起した「単一の経
営政策」という経営理念は，この職能別に編成された集権的な管理組織を
媒介として，ベル・システム全体に徹底されることとなった26）。
　　4.第１次反トラスト訴訟と第１次大戦期のアメリカ電気通
　　　　信産業
　（1）連邦政府規制の開始と第１次反トラスト訴訟
①　1907年以降の州規制の普及
　1907年以前，ほとんど南部の８つの州がある程度電話を規制していた
（図表13）。次いで州規制の爆発が1907年に始まり，1907－1914年に他の30
州とコロンビア地区が電話規制を開始した。　ミネソタｊユタ，ウェスト・
バージュア，ヮイオミングの４州は1910年代末に電話を規制し，かくして
1920年までに，42州とコロンビア地区が電話を規制していた。残り６つの
大陸州も，散発的に数年間にわたって電話を規制していた27）。
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図表13州電話規制の普及状況
－219（62）－
　電話の初期の州規制の歴史的記録は完全ではないが，1910年にニュー
ョーク州立法府から発表された報告は，全米における州規制の範囲と程度
の情報を我々に与えてくれる。その報告は，1910年当時の電話規制に関す
る州の法令のすべてを網羅しており，13州が鉄道ないし公益事業委員会
(publicservicecommission)の管轄の下に電話会社を規制しており，マサッ
セッツとバーモントのみが東部でそのような委員会を組織していたことを
明らかにしている。それより若干多い15の州が，料金規制を認めていた。
またこの両者の組合せ（公益事業委員会と料金規制）がほとんどの州で行わ
れていたが，フロリダ，メリーランド，ノースダコタは委員会なしである
程度料金を規制し，委員会を持つ州でマサッセッツのみは料金に対する規
制権限を認められていなかった。バーモントの州規制は急進的で，州内す
べてに同一サービスに対する同一料金を要求し，これは，その後広く普及
する州全体の料金平均化の先駆となった。バージニアは，電話規制以前の
鉄道の多くで実践されていた短距離料金と長距離料金の差別を禁止してい
た28）。
　他の州は，電線，電柱，その他の施設の配置の管理を地方にまかせた。
これら７州のうち５つは北東部で，ノースダコタとオレゴンのみが西部で
そのような配置の地方管理を許した。さらにまた，多くの州が電話会社
間，および電話と電信会社間の相互連結を要求し始めていた。 10州は明白
な相互連結の要求を持っており，これらの半分は東部諸州で，残り半分は
委員会規制の州であった。　ビッカーの報告によれば，1919年までに34の州
立法当局は競争会社の相互連結を要求する法律を通過していたという。州
規制の通常の形態として，その他に差別反対の条項がある。そのような条
項が要求することは，電話サービスはそれに対する支払をなしたあらゆる
人々に平等に提供され，最初に来た人に最初にサービスされることを規定
していた。19の州がそのような規制を行い，それは地域をこえて徐々に広
がっていき，13の委員会規制の州の９つが差別反対条項を持っていた29）。
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　若干の州は，他のユニークな規制を行っていた。カリフォルニアは通信
ラインの放棄を許したし，マサッセッツは安全目的のために電線の絶縁を
要求した。モンタナやテキサスは強力な反独占規制をやり，ニューョーク
は巨大都市ケーブルの地下敷設を要求し，オハイオとヮイオオミングは電
柱のための特別規制を行った。オハイオとペンシルバニアは税のためより
経営改善の目的のために，州当局に電話会社による年次報告書を要求し
た3o）。
　我々は，州が提供した規制の主要な４つ（公益事業委員会規制，料金規制，
相互連結，差別反対）がどれくらい実施されたかを検討することによって，
州規制のおおまかな概要を明らかにすることができる（図表14を参照）。　３
つの州（オタラホマ，バーモント，ヮシソトン）がこの４つのすべての規制条
項を持っていたが，これらの州のどれも規制政策の革新者として通常は考
えられていない。他の８つの州（アーカンサス，ルイジアナ，メリーランド，マ
サツセッツ，ミシシッピ，サウスカロライナ，バーシュア，ウィスコンシン）は，
それぞれの委員会に３つの規制権限を認めた。これら11の規制リーダーに
ついて特に印象的なことは，南部諸州の強力なリーダーシップである。 11
のうち５つは南部諸州で，他の６つは東部と中西部・西部諸州に分れてい
た。図表14から明らかな第２の点は，南部における規制の進展に対する他
の地域の規制の遅れについてである。 25の州が1910年まで１つの規制権限
も持っていなかったが，南部でそのような状況にあったのは２つの州だけ
であった。一方，そうした現象は（コロンビア地区を含む）８つの州が東部
で，９つの州が西部で見られ，残りの６つの州は中西部に位置していた31）。
　州規制に関する南部主導の地域的パターンをどう解釈するか。この解答
の一部は偶然のように思われるが，しかし南部は大規模な鉄道規制を早く
から実施しており，かくして南部は，これら他の公益事業を規制する政府
組織に適していたといえる。さらに，この地域で産業を促進する手段とし
て規制を使用する傾向か，南部の規制を強力にした。南部は他の州より貧
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図表14　電話会社に対する各州の規制項目一覧（1910年）
－216（65）一
しく，投資資本が少ないので，政府はインフラストラクチャの建設を補助
した。こうして南部の規制は，南部の電話にとって規制者としてより刺激
者であり，電話会社は南部でより広範に規制されたが，規制は統制より促
進や保護として役立ったのである32）。
②　マン・エルキンズ法の制定と連邦政府規制の開始
　その後，電気通信事業の一層の進展にともなってその料率および実践等
を規制するため1910年にマン・エルキンズ法が制定されたが，それは既に
全般的な規制の行われていた一般運輸事業，特に鉄道会社にあわせて通信
事業をも同様に規制すべく州際商業法を修正・補足したものであり，州際
商業委員会(InterstateCommerce Commission.以下,ICCと略称する）に州際お
よび外国通信を行う一切の有線および無線の電信・電話さらには海底ケー
ブル路線に関する広範な監督権限を与えたものである。　しかし, ICCのこ
れらの事業会社に対する規制はそれほど厳密なものではなく，またICCの
中にはこの通信問題のみを専門にあつかう特別の部門・局・課は設げられ
ず，実際には鉄道問題を監督するために設立された既存の組織を通じてな
されたのであった。すなわち通信会社によって提出された年次および毎月
の報告書は統計局(Bureau ofStatistics)によって受領・監督され，会計に関
する問題は会計局(Bureau of Accounts)によって処理され，電信・電話お
よび海底ケーブル会社に対する統一的な会計システムの整備がめざされた。
評価局(Bureau of Valuation)は通信会社の資産評価の資料を調査・収集
し，通信会社の料率や実践に対する不満は公式訴訟局(Bureau of Formal
Complaints),それ以外の問題は非公式訴訟局(Bureau ofInformalComlaints)
で処理された。また関税や契約は交易局(Bureau of Traffic)の関税課
　(section of tariffs)で管理され，電話統合に関する申請は財務局(Bureau
of Finance)の便宜課(convenience and necessitysection)で処理された。法務
局(Bureau of Law）は，もしICCの命令が法廷で攻撃を受けた場合にそれ
を守るのが任務であり，委員会によって管理されている法律の違反に対し
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て法廷で会社を告訴するのは審査局(Bureau ofInquiry)の担当という具合
であった33）。
　しかし，電信・電話会社等がこうしたＩＣＣの各局の命令にそのまますな
おに従ったかどうかには疑いがある。既述のごとく州際商業法は，その第
１条に同法が一般運輸事業(common carrier),特に鉄道会社を対象とした
ものであることを明確に規定していたが，従ってそれを全面的に電気通信
事業にそのまま適用するには種々の抵抗があったのである。例えば，州際
商業法第15条には同法中最も重要な料率の届出および公表に関する規定が
なされていたが，それは明らかに鉄道運輸事業を対象としたものであった
ため，通信会社に対しては法律によってではなくＩＣＣの委員会命令として
料金を公表することが要求された。事実，ＡＴ＆Ｔはそれ自身および子会社
の大西洋横断電話料率表および長距離料率表を公表し，また主要な海底
ケーブル会社および電信会社もＩＣＣの命令に従って料率表を公表した。こ
れら料率の公表は，消費者を不公平な差別から守るために極めて重要な措
置であったといえるが，しかしＩＣＣには,料率の変更を調査し,それが合理
的であるかどうかを決定するために必要な期間中，そのような変更を一時
停止させる力は欠如していた。その結果,各通信会社は新料率を開始し,そ
れに対して不満がおこるかまたは委員会による調査後それは不合理である
として取消されるまでは，その新料率を行使できたのである。かくして，
電気通信会社の料率に関する若干の公式的訴訟が，マン・エルキンズ法制
定から1934年通信法の制定に至るまでの24年間にＩＣＣにもたらされたが，
委員会は電信料率について８つ，海底ケーブル料率について２つ，電話料
率についてもわずかに４つの訴訟を処理する程度に終ったのである34）。
　州際商業法第19条は電信会社の資産評価に関するもので，そこにおける
１つの複雑な問題は鉄道会社と電信会社によって共有されている電信路線
の評価であり，また同法20条は，一般運輸事業会社のそれぞれの償却資産
に課されるべき償却費の割合を含む年次報告書および毎月の収支決算書の
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提出を規定したものであったが，これらについても必ずしも明確な取決め
がなされていたわけではなかった。また1920年における州際商業法の修正
によって，電話会社に対するＩＣＣの権限は統合および支配権の買収にまで
拡大されたが，この修正によってもし電話会社が州間通信業務に従事する
場合には，委員会の管理のもとに他社と統合するかまたは支配権を買収す
ることが望ましいとされた。 ＩＣＣによるこの電話統合の促進は，不経済な
二重投資による無駄な競争の排除を主たる目的とするものであったが，当
時における電話会社の統合認可申請は相当の数に達したにもかかわらず良
く処理されたため，実際には電話統合に対する委員会規制の行使は極めて
少なかったようである。要するに，ＩＣＣの電気通信事業に対する規制は，
適正な権力の欠如とさらには人材の不足も手伝ってルーティンな問題に限
定され，その中心問題である鉄道規制の片手間の仕事として行われていた
といえる状態であったのである35）。
③　第１次反トラスト訴訟とキングスべリー誓約
　ＩＣＣによる強力な規制活動の欠如は，独立電話会社を郵政長官への不満
に導いた。独立会社の主要な関心は，独立会社を買収しそれをベル・シス
テムのネットワークに統合するＡＴ＆Ｔの政策であった。独立電話会社は
その不満を，規制中立政策に傾いていたＩＣＣより，社会的効率の議論をよ
り歓迎していた最高裁に提示した。ヴェイルがベル・システムによる電話
事業の１社独占体制を固めていた時代は，アメリカ史上においてシャーマ
ン反トラスト法の発動による合衆国政府の産業界への積極的介入が顕著と
なった時代に重なっている。象徴的な事件としては，1911年にニュー
ジャージ・スタンダード石油会社(Standard OilCompany ofNew Jersy)が解
体を，また同年，アメリカン煙草会社(American Tobacco Company)が改組
を命じられている。 1913年，民主党のウッドロー・ウィルソン（Woodrow
Wilson)が大統領に就任し，反特権階級・反独占資本の立場を鮮明にした
　「新たな自由(New Freedom）」を標榜して独禁法の一層の強化を図ると。
　　　　　　　　　　　　　　　－213（68）－
早くも同年１月３日に合衆国政府は独立電話会社グループが前年に行った
提訴（すなわち1912年，クラレンス・マッケイを中心とする独立企業グループは，
ＡＴ＆Ｔがパシフィック・ノースウェストの小規模な長距離会社を買収した時，同社
に対してシャーマン反トラスト法違反で訴訟を行っていた）を取上げ，ＡＴ＆Ｔに
対して第１次の反トラスト訴訟を当時の司法長官ジョージ・Ｗ・ウィッ
カーシェイム(George Ｗ. Wickersham)に提起した。また同時期，ＩＣＣは
ＡＴ＆Ｔが合衆国内の電気通信の完全独占を企画しているのではないかと
いう疑念に対する審査を開始していたのである36）。
　1909年に電信会社大手のＷＵ社株を買収しヴェイルが社長を兼任したこ
と，吸収合併に応じない独立電話会社に対してＡＴ＆Ｔ長距離回線網への
接続を拒否したことは，ベル・システムに対する独立企業や一般市民の反
感をいやがうえにも高めていた。国民や政府関係者は，ベル・システムが
あまりに巨大になり，強大な力を持ちすぎていると考えるようになった。
また，1913年３月，強大な勢力を誇っていたＪ・Ｐ・モルガンがこの世を
去ると，独占を追及するヴェイル自身やＡＴ＆Ｔに対し，以前にもまして
強大な圧力がかけられるようになり，今やＡＴ＆Ｔには２つの道しか残さ
れていなかった。その１つは，独占反対を唱える人々の憎悪やＡＴ＆Ｔに
対する反トラスト訴訟を押切って電話事業の独占を追及すること，もう１
つの道は，ＡＴ＆Ｔが折れて譲歩することであった。結局，ヴェイルは後者
の道を選び，この譲歩については，ＡＴ＆Ｔの副社長ナーサン・Ｃ・キング
スベリー(Nathan C. Kingsbury)からウィッカーシェイム司法長官の後任で
あるジェイムス・マクレイノルド(James McReynolds)に宛てた1913年12月
１９日の以下のような手紙（一般に，「キングスベリー誓約」（“Kingsbury
Commitment”）として知られる）の中に，具体的に書かれていた37）。
　　　「わがＡＴ＆Ｔとその関連会社が，今回各方面から非難を受けている件につ
　　きましては60日間にわたる討議を続けてまいりました。その結果，貴省の勧告
　　　　　　　　　　　　－212（69）－
　　に従い，以下の３つの対応策を講ずることに決定しました。第１に，ＷＵ社の
　　持株を処分し，同社の管理運営からＡＴ＆Ｔはー切手を引きます。第２に，今後
　　ＩＣＣの許可なく，独立電話会社の買収は行いません。第３に，おそらくこれが
　　最も重要な点と存じますが，独立電話会社の回線とベル・システム電話網との
　　相互接続を認め，すべての加入者がベル・システムの長距離電話サービスを受
　　けられるように速やかに対処いたします。」
　このキングスべリー誓約は，独立電話会社の経営陣からは「偉大な勝
利」として歓迎され，ウィルソン大統領からは「事業経営者の優れた政治
的判断」と賞賛された。しかし，べル・システム側はＷＵ社株の売却に
よって750万ドル，当初予定していた独立電話会社買収契約の不履行に
よって250万ドル，総計1,000万ドルの損失を被ったのである。一方，電話
加入者はキングスべリー誓約により，次のような利便を手にしたのであっ
た。まず第１に，今まで独立電話会社に加入していた何百万もの人々が，
初めてベル・システムの長距離電話網を利用できるようになり，さらに２
つの電話会社が存在する町では同じ町内に電話をかける場合，２台の電話
を用意する必要がなくなったのである。キングスベリー誓約のうち，第１
のＷＵ社株の売却（事実，1909年に買収したＷＵ社株は1914年までにすべて売却
された）は全国的な通信事業独占(national telecommunications monopoly）の
放棄を意味し，第２の独立企業買収の停止は全国的な電話独占(national
telephone monopoly)の崩壊を意味し，また第３の電話回線相互連結の受諾
はＡＴ＆Ｔにおける独立企業支配の主要な手段の消滅を意味するものであ
り，さらにこのキングスベリー誓約は，政府と企業との争いを妥協によっ
て解決するという先例を与えた点において，アメリカ史上でも重要な意味
をもっていた38）。
　以上によって，ベル・システムは全国的電話網の完全支配という所期の
大目標を放棄する代りに，企業解体の危機をひとまず回避できた。また，
見方を変えれば，競争関係にあった独立電話会社をＡＴ＆Ｔ長距離回線網
　　　　　　　　　　　　　　　－211（70）－
への相互接続によって実質的にベル・システム内に統合する道も開けたわ
けである。ヴェイルの「規制下の独占」概念を具現したキングスベリー誓
約は，規制機関を逆に自己の味方につけて，べル・システムによる市場支
配を正当化し，その将来における事業展開を有利に運ぶという先見性に富
む戦略であったともいえるのである3≒
　（2）第１次大戦期のアメリカ電気通信産業
①　戦時体制下のアメリカ政府による電気通信事業統制
　1912年１月１日，イギリス政府はついにイギリス電話事業の全所有権，
および全管理権を掌握した。今やアメリカ合衆国は主要先進国の中で，民
間企業が電話サービスを提供している唯一の国になったのである。そのア
メリカでも，独占を憎む声が次第に強まり，電信電話事業を政府に移管す
べきだという世論が高まってきた。これに対してＡＴ＆Ｔ自体は，一貫し
て電信電話事業の民間経営体制を堅持すべきとの立場を主張し，1912年初
めに公表された1911年度年次報告書の中で，ヴェイル社長は「電話会社な
らびに電信会社の政府管理という議論は，少なくとも現時点では現実性の
ないまったくの空理空論にすぎない」と述べていた4o）。
　しかし1913年になると，政府への移管問題はいよいよ現実的となってき
た。この年，新しくウィルソン政権（民主党）が発足し，アルバート・シド
ュィ。バールソン(Albert Sidney Burleson)が郵政長官に就任した。バール
ソン長官は，1863年にテキサス州サンマルコに生まれ，1884年にテキサス
州立大学法学部を卒業後，弁護士の資格を得て開業，同時に大綿花プラン
テーションの経営も行い，1897－1913年まで下院議員を務めていたが，す
でにその頃から「議論好きの政治屋(controversial politician)」ないし「騒動
屋(trouble-maker)」との評判をとっていた。彼は郵政長官就任直後から，
　「郵便局や駅馬車用道路を設立する権限を議会に一任するという合衆国憲
法の条項」にもとづいて，電信電話事業を郵政事業の一環に組人れること
　　　　　　　　　　　　－210（71）－
を促進したいと発言し，電信電話事業の郵政移管を主張する報告書を作成
して議会に提出した。これに対してヴェイル社長は，1913年に提出された
年次報告書の中で，一連の電信電話事業の郵政移管の動きに強く反発し，
株主に向かって次のように語っていた。｢今は静観すべきであり，株がど
うなるかと狼狽しないでもらいたい(事実，ＡＴ＆Ｔの株価は,政府が電信電話
事業の郵政移管構想を発表したために暴露していた)。……独占というものは，
すべからく規制されるべきである。　しかるに政府管理とは，すなわち規制
のない独占形態を意味する。｣41)
　このような状況の下で1914年に第１次大戦が勃発し，世間の関心がそち
らに向けられ，電信電話事業の郵政移管に関する政府の圧力は一時的に弱
まった。しかし1917年４月，アメリカはヨーロッパの戦いに参戦したた
め，アメリカの電話事業はまったく新しい段階を迎えることになる。 1917
年12月，広大な全国市場を横断して軍事物資の輸送活動を担う鉄道事業
は，戦時生産の文字通りの生命線としての重要性を考慮されて，民間経営
から財務省の管轄下へと接収された。これを機に，今度は戦時における政
治・経済の運営に不可欠の情報伝達活動を担う電信電話事業が政府統制の
対象として議論に上り始めた。合衆国政府にとって機密事項の保護・諜報
活動の防止は戦争の行方を左右する重要課題であり，その最も抜本的な解
決策として電気通信事業の政府移管に関する議論は急速な盛り上がりを見
せた。その中で，従来，電気通信事業の民間経営を支持していた新聞の論
調も一改めて政府移管の是非を論じ，それを支持する方向へと傾きつつ
あった。その主旨は，インフラストラクチュアの一翼として運輸機能を遂
行する鉄道事業が政府直営となったのに対して，情報伝達機能を担う電気
通信事業がいまだに民間経営の下に置かれているというのは論理的に矛盾
している，というものであった42)。
　電信電話事業の国有化問題は，1918年７月の第１週目から次第にその頂
点に達していた。議会は大統領に合衆国内の全電気通信システムの統制権
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を付与するための合同決議案の採否に関する公聴会を開催したが，その席
上，以前から電気通信事業の国有化を主張していたバールソン郵政長官や
議会関係者の支持者に加えて，陸軍長官と海軍長官がその決議案に参意を
表したのである。特にアメリカ本土外における軍事行動のキャスティング
・ボードを握る海軍長官は，「政府による通信の管理が，情報を迅速に伝
達し，通信の機密を保持する上で，最も安全な方法である」という決定的
な発言を行うと同時に，政府による恒久的な電気通信事業の統制が望まし
いと表明した。このような経緯を経て，1918年７月22日，ウィルイソン大
統領は「合衆国の主権が及ぶ領土内のすべての装置や附属品を含めた全電
信・電話システムの管理・運営権を合衆国政府が接収する」旨の声明を発
表した。政府による電気通信事業統制の直接責任者たるバールソン郵政長
官とＡＴ＆Ｔ首脳部が初めて会談し，政府移管の下での事業運営に関して
細部にわたる調整を議論したのは，その１週間後の７月29日のことである。
そして，第１次大戦の終結をわずか３ヵ月後に控えた８月１日，合衆国政
府は郵政省の管轄下に電気通信事業を接収し，具体的な移管契約について
はその後もＡＴ＆Ｔと郵政省の間で一連の討議が続けられ，10月５日に正
式に締結される運びとなった43）。
　ここで，一見劇的とも思えるＡＴ＆Ｔと郵政省の間の「雪解け」状況を促
した最も重要な決定的条件が，むしろ政府統制の是非に対するＡＴ＆Ｔ側
の姿勢の転換にあったことは注意を要する。実は1918年初頭からベル・シ
ステムの株価が大きく減退を来し始め，５月には96.25ドルまで低下した。
こうした株価の低下は，すべての産業株式に見られる一般的傾向であった
が，電話会社の場合はそれが決定的であった。これは，戦時における電話
需要の一層の拡大を見越して株式の大量発行を行ったところに政府移管の
動きが現実株を帯びてきたために，ＡＴ＆Ｔ株価が急落したことによる。こ
のため同社は，1918年８月１日，総額138,367,200ドル，７年，６％の転換
社債の発行によって必要資金の調達を決定するが，この巨額な金利負担が
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さらに経営を圧迫することになる。この欠損額を補填し純益の増加を実現
するには，若州の規制委員会から電話料金の値上げ許可を得なければなら
ず，それは実際上最も困難な解決策であった。ここにヴェイルを始めとす
るＡＴ＆Ｔ首脳部が財務状態の安定を回復する方策として，政府による事
業統制の是非を改めて検討し直したことは想像に難くない。　しかも当時の
社会的情勢はＡＴ＆Ｔに政府統制をある程度不可避的な運命として受入れ
ることを追っていた。かかる状況の下におかれたＡＴ＆Ｔに残された最終
的な問題は，かりに政府移管を不可避の事態として受入れるとしても，そ
の際にどれほどＡＴ＆Ｔにとって有利な内容の契約を締結しうるかという
ことになる。かくしてＡＴ＆Ｔ側に都合の良い移管契約を締結する下地が
準備され，現実にＡＴ＆Ｔ内部で「ヴェイルの大偉業」（“distinct triumph
for Vail”）と称えられた契約書が1918年10月５日に調印されたのである。こ
れを政府との駆引におけるＡＴ＆Ｔ側の外交的勝利と捉えるならば，政府
による電気通信統制がその後のベル・システムの事業経営の在り方に対し
て持つ意義は，この移管契約の具体的内容とそれに則って実施された政府
・ＡＴ＆Ｔによる電気通信事業の管理・運営の実態に求めることができる
であろう44）。
②　政府による電話事業の一時的所有管理の成果と意義
　バールソン長官はまず1918年７月23日，「郵政省の目的は，人々に最小
のコストで最大効率を維持しながらサービスの利用を拡大することであ
る」との声明を発表し，次いで同日，バールソンを責任者とする郵政省の
管轄下に，有線通信管理局(Wire Control Board)を筆頭統括機関として設置
し，さらに同年12月13日，その下位に同局が任命する電話電信運営局
　(Telephone and Telegraph Operating Board. これは後に，全米電信電話管理局
United States Telegraph and Telephone Administration として知られる）を統制
執行機関として設置した。　しかし，実質的な事業の管理・運営は依然とし
て民間企業経営者の手で遂行される仕組となっており，その結果，政府統
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制は多分に「名目的」な性格を帯びざるをえなかった。ＡＴ＆Ｔは加入者へ
の地域内および長距離通話サービスの供給方式に関して何等の変革も行わ
なかったし，株式や社債についても従来の配当や利子支払を保障し，また
電信・電話会社のすべての役員・交換手・従業員の現在の仕事と雇用条件
を継続した。とりわけ，その大部分がヴェイルとバールソン長官の手にな
る10月５日の移管契約に以下のような条項が含まれていたことは，政府通
信統制の本質を雄弁に物語っていたといえる45）。
　　　「ＡＴ＆Ｔは必要な時にはいつでも，郵政長官の保管するベル・システムの資
　　産ならびに事業運営に関する各種書類を査閲する権利を持つ。また郵政長官
　　は，政府統制機関中，ベル・システムの資産に関する営業報告書の写しと統制
　　資料を年産米に準備し，ＡＴ＆Ｔに提供する義務を負うものとする……。」
　さらに移管契約には，その締結に際してＡＴ＆Ｔ首脳部が密かに目論ん
でいた企業財務面での利点も十分に盛り込まれていた。第１に，総収益の
うち減価償却引当金の占める割合は，固定資産の5.72％と定められていた。
第２に，政府管理期間中，政府は差し押えた資産に対する税金，および従
来各電話会社がＡＴ＆Ｔに支払っていた年間利益の4.5％に当たる特許使
用契約料を肩代りすることに同意した。第３に，政府はＡＴ＆Ｔ株主に対
して引続き１株当たり８ドルの配当を「補償金」という名目で支払うこと
を約束したのである。またその他として，無形資産に対する償却基金の準
備，社債に対する６％金利の支払等も規定されていたが，1918年度の純益
は5,400万ドルで前年より500万ドル増加し，株の配当額８ドルは維持され
た46）。
　だが，ベル・システム側の利益は，これら移管契約に規定された諸条件
にとどまるものではなかった。政府移管後４週間もたたない1918年８月28
日，バールソン長官は運営局の勧告に応じて5 －15 ドルの設備料金(serv-
ice connectiong charge)を設定した。この料金は，個人用あるいは業務用の
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電話機を備え付け，回線接続する費用として新加入者からとりたてるもの
であり，これまで州の規制委員会の強い反対に遭い，独立電話会社の協力
も得られないままに立消えとなってきた制度である。その後，設備料金は
３ドルにまで値下げされたが，制度そのものは存続し，今日に至るまでベ
ル・システムでも独立会社でも依然として採用されているもので，これは
社会主義的な政府所有管理時代の電話事業から自由企業形態をとっている
現在の電話事業への奇妙な遺産となっている。またバールソン長官はヴェ
イルの提案に従い，戦時における急激な物価騰貴を理由に，1918年12月に
約20％の長距離通話料金の値上げ指令を発し，翌1919年１月21日から実施
した。料金値上げはさらに続き，同年３月19日には市内通話料金の全面値
上げも公布され，これによって，フロリダ，イリノイ，インディアナ，ミ
シガン，ミネソタ，ミズーリ，ネブラスカ，オハイオ，ペンシルノくニア，
サウスダコタの若州で実施された。その結果，加入者側の負担増は年間約
2,000万ドルにも達し州規制委員会から抗議が寄せられたが，６月２日付
けの郵政長官指令によってすべての値上げが確定したのである47）。
　すでに1918年11月にドイツが無条件降伏し，合衆国でも戦時体制の解
体が始まっていた。戦後処理に関する情報の安全・機密を保持する目的で
終戦後も暫く政府通信統制は継続されたが，1919年７月11日には電信・電
話システムを元の経営者へ変換すべしとする決議案が議会を通過し，８月
１日に１ヵ年（1918年８月１日－1919年７月31日）にわたる政府通信統制はそ
の幕を閉じた。この１年間のベル・システムの収支は，料金値上げにより
4,200万ドルの収益をあげたが,報酬契約による義務に従うため13,363,939
ドルの赤字となり，このうち4,073,769ﾄﾞﾙをＡＴ＆Ｔが自らの内部留保で，
9,290,170ドルを財務省が補填するためＡＴ＆Ｔ側に支払われた。しかし，
この時点でベル・システムは私的経営の下では達成し難かった設備料金制
度の導入や市内・長距離通話料金の値上げといった成果を獲得していた。
かかる有形の利益にも増して，その後におけるベル電話事業の展開にとっ
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て重要な意義を有したのは，相次ぐ大幅な電話料金の値上げをもたらした
政府通信統制に対して国民が強い幻滅を感じた結果，従来くすぶり続けて
きた電話事業の国有化論がようやく鎮火したことであろう。ここに，政府
統制という通信事業の運営形態は，ヴェイルがかつて指摘したごとく「規
制なき独占」状態を招き，事業経営上なんらの社会的歯止めも喪失した結
果，公益に甚だしい被害を及ぼす危険性が生ずるというヴェイルの主張
は，ある意味で正鵠を射たものであることが実証された。低い料金でサー
ビスの全国均一制に導くことを公約した政府自身が，皮肉にも電話料金の
値上げを実施したのである。そのために，電気通信事業を民間経営に返還
したことは国民一般にとって至極好評であり，共和党と民主党はこぞって
郵政省の無能ぶりとバールソン長官の横暴な行政政策を非難した48）。
　バールソン長官自身は，民間への返還が決定的となった1919年６月25
日，数人の関係者に対して次のような手紙を送っていたが，その大仰な表
現の中に彼の深い失望が隠されていたものと思われる。「この１年間，電
信電話資産の政府の運営に運営局メンバーとして貴兄が献身的に努力され
たことに感謝したい。貴兄の指令は政府にとって最高の貢献であり，有線
通信管理局にとっては不可欠のものであった。」また，かつて1918年，電信
電話システムを政府の管理下におくべきであるという共同決議案を提案し
たルイジアナ州出身の議員James Ｂ. Aswellは，自分の行動の非を悟り，
　“国民と議会”に対し陳謝の意を表した。さらにＡＴ＆Ｔセールス・エン
ジュアのBarnardは同社副社長Thayerに対する手紙の中で，バールソン
長官を直接に批判して次のように述べていた。「彼らは利益を稼げなかっ
た理由を理解していない。知識や経験の不足が，政府と有線通信会社の恋
愛結婚の失敗の原因である。バールソンは，通信会社の機敏で経験豊かな
代表者とうまく協調していなかった。彼には，公共の利益のために巨大な
通信ネットワークの運営を行う知識も人材も不足していたのである。」い
ずれにしても，いまや１年間の政府統制期を経て，べル・システムにとっ
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て有利な政治的・国民感情的な環境が整えられ，「民間経営の電話システ
ムの方が公益に添ったより良いサービスを提供しうる」というＡＴ＆Ｔの
従来からの主張が強い社会的支持を獲得していくことになる。こうしてベ
ル・システムは，自由放任という産業全体にとって好都合な時代の潮流に
乗って安定的成長を遂げ，電話産業における１社独占体制を揺るぎないも
のとする1920年代へ向かう準備をここに完了したのである49）。
　　5.結　　語
　この1907一1919年の期間は，Ｔ・Ｎ・ヴェイル社長の主導の下に，ベル
・システムがＡＴ＆Ｔを本部として集権的職能組織を備えた全国規模での
単一的な企業体へとその経営構造を質的に転換し，また公的規制の受入れ
と引換えに法的に容認された独占体制を確立していく過程であったことを
明らかにした。これまで述べてきたことを整理すると，次のように要約す
ることができよう。
１．ＡＴ＆Ｔは19世紀末までにアメリカ電話産業におけるその独占的な地
位を確立し，今世紀以降さらにその支配力を一層強化した。この再独占化
過程において，同社は1905年の転換社債発行を契機にニューヨークの金融
機関と密接な関係を持つこととなり，モルガン＝ファースト・ナショナル
集団の一員として同集団に編入された。この時期におけるＡＴ＆Ｔおよび
その子会社が発行した社債とノート（短期手形）を金融集団との関係からみ
ると，次のような特質が発見できる。①ＡＴ＆Ｔの社債およびノートの引
受幹事は大部分Ｊ・Ｐ・モルガン商会であった。②ＡＴ＆Ｔの社債の引受
シェアは，キダー・ピーボディ，ベーリング・ブラザー・グループが第１
であり，次いでＪ・Ｐ・モルガソ商会，その他の大手引受銀行はクーン・
ロープ，ファースト・ナショナル，ナショナル・シティであった。③
ＡＴ＆Ｔノートーの引受シェアをみると，上の４行の他に，ナショナル。バ
ンク・オブ・コマース，ギャランティ・トラスト，バンカーズ・トラスト
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等のシェアが高くなった。④子会社の社債では，キダー・ピーボディ，
リー・ヒギンソン等，Ｊ・Ｐ・モルガソ商会以外の投資銀行が引受幹事と
なる場合が少なくなかった。⑤全般的にみると，モルガン＝ファースト・
ナショナル系銀行のシェアが圧倒的に高かった5o）。
　しかし，大恐慌を契機とするアメリカ金融資本の勢力再編成の中で，
ロックフェラー系の銀行と生命保険会社は，1930年代初頭から電力，ガ
ス,石油，鉄鋼など産業諸部門の再編成に主導的な役割を果し，ロックフェ
ラー集団の勢力は急速に拡大し，モルガン＝ファースト・ナショナル集団
にかわって合衆国の支配的な金融勢力になった。その増大する資金力を背
景にロックフェラー系生保会社は1930年代後半に入ってさらにＡＴ＆Ｔの
金融にも深く割込み，同社に対するロックフェラーの影響力を大きく増大
させた。その結果，第２次大戦直前のＡＴ＆Ｔの経営支配において，モルガ
ン＝ファースト・ナショナル集団は依然として中心的な地位を維持してい
たが，しかし，ロックフェラー集団も第２勢力として登場し，同社の経営
に参加し，金融的にも人的にも同社と深い関係をもつようになったのであ
る51）。
2.金融集団の援助によって，ＡＴ＆Ｔは1920年頃には独立電話会社との
競争に完全な勝利をおさめ，独占体制の再形成に向かった。それまでの時
期（1907－1916年）の電話需要は，電話機数でみると1.8倍の増加にしか
なっていないが，電話線の延長マイル数でみると実に13.7倍の激増であっ
た。これはアメリカ経済の西に向かっての発展に伴って，長距離電話網お
よび西部における電話網の拡充に原因があった。長距離電話網の発展は，
ベル・システムの競争力を一層強化した。総電話機数に占めるベル・シス
テムおよびそれと連結した独立企業の電話機数のウェイトは，1907年の
62.8％から1916年には実に88％に増大してベル・システムの独占体制の完
成を示し，ベル・システムがこの支配力拡大のために取った次のような戦
略は効果的であった。①ハ重送電や自動交換機等の新技術が開発される
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と，ＡＴ＆Ｔはそれらの特許をいち早く買収してその工業化をすすめた，②
資金不足に悩む独立競争会社の買収政策，③ベル社と競争関係にない地方
の独立企業との回線の相互連結，④ベル社自体の地方への進出，⑤ベル社
の経営近代化であった。
　Ｔ・Ｎ・ヴェイルは1907年にＡＴ＆Ｔ社長に再任したが，就任と同時に
潜在的需要が大きい地域を調査し，広告宣伝を行う等のマーケティングを
開始し，またサービスの向上をはかり，特に回線を結合した独立企業に
サービス向上のために人的援助を与える等，需要を創造するための諸対策
を講じた。さらに20世紀初頭，特許保有会社，持株会社形態を通して
　「ルーズな連合」として出発したベル・システムは，集権的職能管理機構
を備えた１つの全国的規模での企業統合体へと，その経営構造を質的に転
換した。その管理組織は，本部であるＡＴ＆Ｔの職能別部門組織を頂点と
し，ベル・システム全体としてはライソ＝スタッフ制にもとづく階層制的
組織構造をなした。こうした階層別管理組織のもとに，べル・システムは
多数の異なった地域を事業単位とする地方運営会社および長距離電話回線
から構成される全国的電話システムによる電話事業，電話機器・設備の製
造・供給活動，技術・研究開発活動を企業内統合化したのである。こうし
て1910年代末までに，全国的電話システムを擁する唯一の全国的な電話企
業となったベル・システムは，これ以後，合衆国の電話産業での強固な独
占体制を確立したのであった52）。
3.州レべルの公益事業委員会が設置されるようになったのは，1907年以
後のことである。 1915年になって，やっとかなりの州で委員会が設置さ
れ，電話料金の規制に関する何がしかの活動を開始するようになった。
1922年には，48州のうち40州以上にこの種の委員会がつくられるまでに
なったが，しかし，それらの委員会による規制は，どれも決して厳しいも
のではなかった。連邦政府レべルでは，1910年のマン・エルキンズ法によ
り電話会社を所管する州際商業委員会（ＩＣＣ）が設置され，それにより，は
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じめて連邦レペルでの電話事業に対する規制が導入されることになった。
　1913年，ＩＣＣは電話会社に対する統一的な会計報告制度を公布した。こ
れにより，それ以後の電話会社の財務報告は，一層明瞭に把握可能とな
り，信頼のできるものになった。しかし，電話料金の問題に関しては，
ＩＣＣは要員が不足していたうえに鉄道産業の規制に忙殺されており，その
結果として，国内電話料金は1930年代まで実質的に規制されることはな
かったのである53)。
4.キングスべリー誓約以前のベル社の競争削減方式としては，①独立電
話会社に敵対する積極的な広告キャンペーン，②独立企業との相互連結の
拒否，③1907年まで，公開市場や非ベル系会社に対する電話機具の売却拒
否，④独立電話製造会社の買収による競争削減の試み，⑤競争者としての
電話，電信，ケーブル会社の統合，⑥Ｊ・Ｐ・モルガン商会による独立電
話会社の買収，⑦独立会社の株主に対し，それらの会社の株式を担保にし
た資金貸付等を指摘できる。司法長官ウィッカーシェイムは，ベル社が(１)
ＷＵ社とポスタル社を差別してベル社の加入者にポスタル社よりＷＵ社の
設備を利用するように仕向けているパ2)競争を削減するために，戦略的地
域や重要地区での競争会社を積極的に買収している。(3)独立会社との長距
離連結をしばしば拒否していることに不満を示し，1913年１月３日に第１
次反トラスト訴訟を提起し，同年１月７日にベル社の料金と実践を調査す
ることをＩＣＣに要求した54)。
　ＩＣＣがこれらの告訴の全体調査の実施を準備している時，ＡＴ＆Ｔ副社
長キングスベリーはマクレイノルズ司法長官宛てに手紙を書き(いわゆる
　｢キングスベリー誓約｣)，(１)ＷＵ社の株式処分の提案，(2)ベル社と競争して
いる独立会社の資産を直接・間接に統制しない，(3)すべての疑わしい訴訟
で，べル社は訴訟手続きの前に管轄権を持つ郵政省か公益事業委員会に相
談するパ4)連結可能な条件の下で独立会社によるベル社の長距離ラインの
利用を調整すること等に同意した。こうした譲歩は司法長官を満足させた
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が，ＡＴ＆Ｔは明らかにベル・システム側と独立会社の関係を統治してい
る政策を変更した。すなわち，独立会社の買収はその後も継続したが，キ
ングスベリー誓約に従って，べル社はベル系運営会社または特別子会社や
代理人を通じてそれらを完成し，多くの場合，親会社が必要資金の一部を
提供するか，統合を希望する独立会社の株式とベル社の株式の交換によっ
たのである5≒
5.1914年に第１次大戦が始まり，1917年にアメリカの参戦が決定された
が，それは，他の産業におけると同様にベル・システムに対しても大きな
影響を与えた。すなわち，政府に対するサービスが一般大衆に対するもの
より優先され，その結果，ベル社における技術スタッフの多くの時間が軍
事問題にさかれるようになった。戦時中における電話器具の改良として
は，拡声電話器(loud-speaking telephone)や無線電話(radio telephone)があ
る。前者によって，例えばニューヨークの誰かがシカゴの５万人に話しか
けることができるようになったし，また後者によって，船と陸との間，飛
行中の飛行機間，飛行機と船との間のコミュニケーションが可能になった。
しかしこうした発明は，一般大衆に対するサービスの質的向上には結びつ
かなかった。また軍事上，ワシントンとあらゆる都市を長距離電話でつな
ぐこと，軍隊本部，海軍基地，訓練キャンプ，補給廠の間の連絡を最優先
させること，さらに15,000人以上のベル従業員が軍事サービスのみに従事
するようになった。こうして1918年７月］｡6日に，増大する戦争需要に対処
するためには，電信・電話システムを政府自らが運営する方が能率的であ
るという提案が議会を通過し，それはただちに実施に移された。政府によ
る電話事業の運営は12ヵ月間続き，平和が回復した1919年７月31日に再び
私的所有に戻された。その間，戦争状態から結果する営業費の増大により
収益が不十分であったこと，またベル社との協定により配当支払の賃金を
確保する必要から，連邦政府はまもなく電話料金の引上げを決定した。こ
うした電話事業の国有化に関して，それがごく短期間であったし，また戦
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時下という異常な環境状態にあったことから，我々は，それが私的所有に
比べて能率的であったか否かについてなんらかの結論を引出すことはでき
ない。　しかしながら，ヴェイル社長がしばしば主張していた「電話事業は
自然独占産業である」という考え方や同社の「単１の電話システム，単１
の経営方針，そして全国共通の電話サービス」という理念が，一般大衆の
みならず政府当局にも深く浸透し，ＡＴ＆Ｔが独立電話会社の完全所有に
より財務的統制を拡大しようとする動きを大目にみるようになったことは
注目して良いであろう56）。
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